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必要な情報を見開きで配置，一覧性に優れた定本
平成30年4月報酬改定後の全容を提示
●介護報酬の算定に関する情報を網羅しています。「算定基準告示（単位数表）」と，算定要件を定めたいわゆる
「関係告示」の内容，そして「留意事項通知」を見開き３段で掲載，算定できる単位数はもちろん，算定要件な
どのポイントも明快に知ることができます。

●３段構成部分は２色刷りで見やすさ・使いやすさに定評があります。

●介護保険の事業者，施設での介護報酬の算定･請求やサービス計画作成における給付管理業務に必携の書
です。

Ⅰ　在宅の要介護者へのサービス
⑴居宅サービス
⑵地域密着型サービス
⑶居宅介護支援

Ⅱ　要介護者への施設サービス
⑴介護老人福祉施設
⑵介護老人保健施設
⑶介護療養型医療施設
⑷介護医療院

Ⅲ　要支援者へのサービス
⑴介護予防サービス
⑵地域密着型介護予防サービス
⑶介護予防支援

■介護報酬の算定構造一覧
①指定居宅サービス・指定介護予防サービス
②指定地域密着型サービス・
　指定地域密着型介護予防サービス
③指定居宅介護支援・指定介護予防支援
④指定施設サービス等

本書の構成（予定）

Ⅳ　福祉用具購入費・住宅改修費

■索引

本書の中心となる部分です。
○各サービスの介護報酬に関して，単位数表告示－関係告
示－留意事項通知を３段構成で提示，実務に役立つ情報
がまとめられています。

○サービス別に，基本部分の項目と注による加算・減算の
項目の関係が一覧で整理されています。
○各サービスの基本項目がどのように区分されているか，注
による加算・減算にどのような項目があり，どのように適
用されるのかを確認するのに便利です。
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〔注2〕ユニットにおける職員に係る減算について〔老企第40号 第２の２⑸〕
　 　５の⑷を準用する。

〔注3〕機能訓練指導員の加算について〔第２の２⑹〕
　 　注３の機能訓練指導員に係る加算については，専ら当該業務に従事する常勤の機能訓練指導員が

配置されることがその要件であることから，併設の通所介護事業所の機能訓練指導員を兼務してい
る者については，たとえ常勤の職員であったとしても加算の算定要件は満たさないことに留意する
こと。ただし，利用者数（指定介護老人福祉施設に併設される短期入所生活介護事業所又は空床利
用型の短期入所生活介護事業所においてはその本体施設の入所者数を含む。）が100人を超える場合
であって，別に専ら当該業務に従事する常勤の機能訓練指導員が配置されているときは，その他の
機能訓練指導員については，「常勤換算方法で利用者の数を100で除した数以上」という基準を満た
す限りにおいて，併設の通所介護事業所の機能訓練指導員を兼務して差し支えないこと。例えば，
入所者数100人の指定介護老人福祉施設に併設される利用者数20人の短期入所生活介護事業所にお
いて，２人の常勤の機能訓練指導員がいて，そのうちの１人が指定介護老人福祉施設及び指定短期
入所生活介護事業所の常勤専従の機能訓練指導員である場合であっては，もう１人の機能訓練指導
員は，勤務時間の５分の１だけ指定介護老人福祉施設及び短期入所生活介護事業所の機能訓練指導
員の業務に従事し，その他の時間は併設の通所介護事業所の機能訓練指導員の業務に従事するとき
は，通所介護，短期入所生活介護及び介護福祉施設サービスの機能訓練指導員に係る加算の全てが
算定可能となる。

５⑷　ユニットにおける職員に係る減算について
　 　ユニットにおける職員の員数が，ユニットにおける職員の基準に満たない場合の減算につ

いては，ある月（暦月）において基準に満たない状況が発生した場合に，その翌々月から基
準に満たない状況が解消されるに至った月まで，入所者全員について，所定単位数が減算さ
れることとする（ただし，翌月の末日において基準を満たすに至っている場合を除く。）。

　注２ 　ロについて，別に厚生労働大臣が定める施設基準を満
たさない場合は，１日につき所定単位数の100分の97に
相当する単位数を算定する。

　注３ 　専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法
士，作業療法士，言語聴覚士，看護職員，柔道整復師又
はあん摩マッサージ指圧師（以下この注において「理学
療法士等」という。）を１名以上配置しているもの（利
用者の数（指定居宅サービス基準第121条第２項の規定
の適用を受ける指定短期入所生活介護事業所又は同条第
４項に規定する併設事業所である指定短期入所生活介護
事業所にあっては，利用者の数及び同条第２項の規定の
適用を受ける特別養護老人ホーム（老人福祉法第20条の
５に規定する特別養護老人ホームをいう。）又は指定居
宅サービス基準第124条第４項に規定する併設本体施設
の入所者又は入院患者の合計数。以下この注３において
同じ。）が100を超える指定短期入所生活介護事業所にあ
っては，専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理
学療法士等を１名以上配置し，かつ，理学療法士等であ
る従業者を機能訓練指導員として常勤換算方法（指定居
宅サービス基準第２条第七号に規定する常勤換算方法を
いう。特定施設入居者生活介護費の注４において同じ。）
で利用者の数を100で除した数以上配置しているもの）
として都道府県知事に届け出た指定短期入所生活介護事
業所については，１日につき12単位を所定単位数に加
算する。

【厚生労働大臣が定める施設基準】
→施設基準・十一
イ 　日中については，ユニットごと

に常時１人以上の介護職員又は看
護職員を配置すること。

ロ 　ユニットごとに，常勤のユニッ
トリーダーを配置すること。

◎常勤換算方法→155頁
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　注１ 　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し，かつ，
別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に
関する基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た
指定短期入所生活介護事業所（指定居宅サービス基準第
121条第１項に規定する指定短期入所生活介護事業所を
いう。以下同じ。）（同条第２項の規定の適用を受けるも
の及び同条第４項に規定する併設事業所を含む。）にお
いて，指定短期入所生活介護（指定居宅サービス基準第
120条に規定する指定短期入所生活介護をいう。以下同
じ。）を行った場合に，当該施設基準に掲げる区分及び
別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い，利
用者の要介護状態区分に応じて，それぞれ所定単位数を
算定する。ただし，当該夜勤を行う職員の勤務条件に関
する基準を満たさない場合は，所定単位数の100分の97
に相当する単位数を算定する。なお，利用者の数又は介
護職員若しくは看護職員の員数が別に厚生労働大臣が定
める基準に該当する場合は，別に厚生労働大臣が定める
ところにより算定する。

◎→施設基準・九
【厚生労働大臣が定める夜勤を行う
職員の勤務条件に関する基準】
→平12告29・一イロ

【厚生労働大臣が定める基準】
→施設基準・十

◎定員超過利用又は人員基準欠如の
場合→平12告27（通所介護費等の
算定方法）三により減算

　　　 指定短期入所生活介護費を算定するための基準について〔平成12年３月８日 老企第40号 第２
の２⑴〕

　 　指定短期入所生活介護費は，厚生労働大臣が定める施設基準（平成27年厚生労働省告示第96号。
以下「施設基準」という。）第十号に規定する基準に従い，以下の通り，算定すること。

　イ　施設基準第十号イに規定する指定短期入所生活介護費
　　 　短期入所生活介護が，ユニットに属さない居室（定員が１人のものに限る。）（「従来型個室」

という。）の利用者に対して行われるものであること。
　ロ　施設基準第十号ロに規定する指定短期入所生活介護費
　　 　短期入所生活介護が，ユニットに属さない居室（定員が２人以上のものに限る。）（「多床室」

という。）の利用者に対して行われるものであること。
　ハ 　施設基準第十号ハに規定する指定短期入所生活介護費
　　 　短期入所生活介護が，ユニットに属する居室（ユニットに属さない居室を改修した居室であっ

て，居室を隔てる壁について，天井との間に一定の隙間が生じているものを除く。）（「ユニット
型個室」という。）の利用者に対して行われるものであること。

　ニ 　施設基準第十号ニに規定する指定短期入所生活介護費
　　 　短期入所生活介護が，ユニットに属する居室（ユニットに属さない居室を改修した居室であっ

て，居室を隔てる壁について，天井との間に一定の隙間が生じているものに限る。）（「ユニット
型準個室」という。）の利用者に対して行われるものであること。

〔注1〕やむを得ない措置による定員の超過〔第２の２⑵〕
　 　利用者数が利用定員を超える場合は，原則として定員超過利用による減算の対象となり，所定単

位数の100分の70を乗じて得た単位数を算定することとなるが，老人福祉法（昭和38年法律第133
号）第10条の４第１項第三号の規定による市町村が行った措置（又は同法第11条第１項第二号の規
定による市町村が行った措置（特別養護老人ホームの空床利用の場合のみ））によりやむを得ず利
用定員を超える場合は，利用定員に100分の105を乗じて得た数（利用定員が40人を超える場合にあ
っては，利用定員に２を加えて得た数）までは減算が行われないものであること（通所介護費等の

〔注1〕

算定方法第三号イ）。なお，この取扱いは，あくまでも一時的かつ特例的なものであることから，
速やかに定員超過利用を解消する必要があること。

〔注1〕併設事業所について〔第２の２⑶〕
　 ① 　指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号。以

下「居宅サービス基準」という。）第121条第４項に規定する併設事業所については，併設型短期
入所生活介護費が算定される（施設基準第九号ロ⑴）が，ここでいう併設事業所とは，特別養護
老人ホーム等と同一敷地内又は隣接する敷地において，サービスの提供，夜勤を行う職員の配置
等が特別養護老人ホーム等と一体的に行われている短期入所生活介護事業所を指すものであるこ
と。

　② 　併設事業所における所定単位数の算定（職員の配置数の算定）並びに人員基準欠如・夜勤を行
う職員数による所定単位数の減算については，本体施設と一体的に行うものであること。より具
体的には，

　　イ 　指定介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設を含む。以下⑶並びに⑹，⑻及び⑽に
おいて同じ。）の併設事業所の場合は，指定介護老人福祉施設の入所者数と短期入所生活介護
の利用者数を合算した上で，職員の配置数の算定及び夜勤を行う介護職員又は看護職員の配置
数を算定すること。したがって，例えば，前年度の平均入所者数70人の指定介護老人福祉施設
に前年度の平均利用者数20人の短期入所生活介護事業所が併設されている場合は，併設型短期
入所生活介護費（Ⅰ）（３：１の人員配置に対応するもの）を算定するために必要な介護職員
又は看護職員は合計で30人であり，必要な夜勤を行う職員の数は４人であること。

　　ロ 　指定介護老人福祉施設以外の施設の併設事業所の場合は，職員の配置数の算定に係る「端数
の切り上げ」を一体的に行うこととなるが，夜勤を行う職員の配置数については，それぞれに
ついて必要となる数の合計数となること。

　③ 　併設事業所における看護職員配置については，指定介護老人福祉施設として必要な看護職員の
数の算定根拠となる「入所者数」には，短期入所生活介護の利用者数は含めない。すなわち，必
要な看護職員数の算定については，指定介護老人福祉施設と，併設する短期入所生活介護事業所
のそれぞれについて，区別して行うものとする。例えば，指定介護老人福祉施設の入所者数が50
人，併設する短期入所生活介護の利用者が10人である場合，当該指定介護老人福祉施設に配置す
べき看護職員の数は，入所者50人以下の場合の基準が適用され，常勤換算で２人以上となり，当
該短期入所生活介護事業所については，看護職員の配置は義務ではない。なお，併設の指定短期
入所生活介護事業所の定員が20人以上の場合には，短期入所生活介護事業所において看護職員を
１名以上常勤で配置しなければならないことに留意する。

〔注1〕特別養護老人ホームの空床利用について〔第２の２⑷〕
　① 　所定単位数の算定（配置すべき職員数の算定）並びに定員超過利用，人員基準欠如及び夜勤を

行う職員数による所定単位数の減算は，常に本体施設である特別養護老人ホームと一体的に行わ
れるものであること。

　② 　注１の規定による施設基準及び夜勤職員基準を満たす旨の届出については，本体施設である特
別養護老人ホームについてそれに相当する届出が行われていれば，注13〔→332頁〕と同様の趣
旨により，短期入所生活介護について行う必要がないこと。

◇栄養管理について〔老企第40号 第２の１⑽〕
　 　短期入所生活介護，短期入所療養介護，介護老人福祉施設，介護老人保健施設及び介護療養型医

療施設においては，常勤の管理栄養士又は栄養士が，各利用者の年齢等に応じて適切な栄養量及び
内容の食事提供を行う体制を整備し，各利用者の栄養状態にあった栄養管理を行うこと。
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 （１日につき）

イ　短期入所生活介護費

　⑴　単独型短期入所生活介護費
　　㈠　単独型短期入所生活介護費（Ⅰ）
　　　ａ　要介護１ 620単位
　　　ｂ　要介護２ 687単位
　　　ｃ　要介護３ 755単位
　　　ｄ　要介護４ 822単位
　　　ｅ　要介護５ 887単位
　　㈡　単独型短期入所生活介護費（Ⅱ）
　　　ａ　要介護１ 687単位【640単位】
　　　ｂ　要介護２ 754単位【707単位】
　　　ｃ　要介護３ 822単位【775単位】
　　　ｄ　要介護４ 889単位【842単位】
　　　ｅ　要介護５ 954単位【907単位】

　⑵　併設型短期入所生活介護費
　　㈠　併設型短期入所生活介護費（Ⅰ）
　　　ａ　要介護１ 579単位
　　　ｂ　要介護２ 646単位
　　　ｃ　要介護３ 714単位
　　　ｄ　要介護４ 781単位
　　　ｅ　要介護５ 846単位
　　㈡　併設型短期入所生活介護費（Ⅱ）
　　　ａ　要介護１ 646単位【599単位】
　　　ｂ　要介護２ 713単位【666単位】
　　　ｃ　要介護３ 781単位【734単位】
　　　ｄ　要介護４ 848単位【801単位】
　　　ｅ　要介護５ 913単位【866単位】

◎地域区分別１単位の単価
１級地 11.10円 ２級地 10.88円
３級地 10.83円 ４級地 10.66円
５級地 10.55円 ６級地 10.33円
７級地 10.17円 その他 10.00円

●算定の区分（単独型）
（Ⅰ）従来型個室

（Ⅱ）多床室
〔平成27年７月までは左側の単位数
を 算 定 し， 平 成27年 ８ 月 か ら は

【　】内の単位数を算定する〕

●算定の区分（併設型）
（Ⅰ）従来型個室

（Ⅱ）多床室
〔平成27年７月までは左側の単位数
を 算 定 し， 平 成27年 ８ 月 か ら は

【　】内の単位数を算定する〕

短期入所生活介護費

ロ　ユニット型短期入所生活介護費

　⑴　単独型ユニット型短期入所生活介護費
　　㈠　単独型ユニット型短期入所生活介護費（Ⅰ）
　　　ａ　要介護１ 718単位
　　　ｂ　要介護２ 784単位
　　　ｃ　要介護３ 855単位
　　　ｄ　要介護４ 921単位
　　　ｅ　要介護５ 987単位
　　㈡　単独型ユニット型短期入所生活介護費（Ⅱ）
　　　ａ　要介護１ 718単位
　　　ｂ　要介護２ 784単位
　　　ｃ　要介護３ 855単位
　　　ｄ　要介護４ 921単位
　　　ｅ　要介護５ 987単位

　⑵　併設型ユニット型短期入所生活介護費
　　㈠　併設型ユニット型短期入所生活介護費（Ⅰ）
　　　ａ　要介護１ 677単位
　　　ｂ　要介護２ 743単位
　　　ｃ　要介護３ 814単位
　　　ｄ　要介護４ 880単位
　　　ｅ　要介護５ 946単位
　　㈡　併設型ユニット型短期入所生活介護費（Ⅱ）
　　　ａ　要介護１ 677単位
　　　ｂ　要介護２ 743単位
　　　ｃ　要介護３ 814単位
　　　ｄ　要介護４ 880単位
　　　ｅ　要介護５ 946単位

●算定の区分（単独型ユニット型）
（Ⅰ）ユニット型個室

（Ⅱ）ユニット型準個室

●算定の区分（併設型ユニット型）
（Ⅰ）ユニット型個室

（Ⅱ）ユニット型準個室

〔この欄で用いた関係告示の略称〕
利 用者等告示＝厚生労働大臣が定め

る基準に適合する利用者等（平27
告94）

大 臣基準告示＝厚生労働大臣が定め
る基準（平27告95）

施 設基準＝厚生労働大臣が定める施
設基準（平27告96）

短期入所生活介護
（単位数表・留意事項通知）8

介護報酬の解釈　1単位数表編の構成（基本的な３段構成）

介護報酬の解釈  1単位数表編
定価　本体4,800円＋税／Ｂ５判・約1,400頁
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介護報酬の解釈　1単位数表編の構成（スペースを節約して一覧性を確保）
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　注16 　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているもの
として都道府県知事に届け出た指定通所リハビリテー
ション事業所が，中重度の要介護者を受け入れる体制
を構築し，指定通所リハビリテーションを行った場合
は，中重度者ケア体制加算として，１日につき20単位
を所定単位数に加算する。

新

　注17 　指定通所リハビリテーション事業所と同一建物に居
住する者又は指定通所リハビリテーション事業所と同
一建物から当該指定通所リハビリテーション事業所に
通う者に対し，指定通所リハビリテーションを行った
場合は，１日につき94単位を所定単位数から減算す
る。ただし，傷病その他やむを得ない事情により送迎
が必要であると認められる利用者に対して送迎を行っ
た場合は，この限りでない。

〔注16〕　中重度者ケア体制加算について〔老企第36号 第２の８⒅〕
　 　通所介護と同様であるので，７⑻を参照されたい。ただし「常勤換算方法で２以上」とあるもの

は「常勤換算方法で１以上」と，「ケアを計画的に実施するプログラム」とあるのは「リハビリテ
ーションを計画的に実施するプログラム」と読み替えること。〔以下この規定については読み替え
て掲載〕

新

　【厚生労働大臣が定める基準】
→大臣基準告示・三十一
次のいずれにも適合すること。

二第項１第条111第準基等スビーサ宅居定指イ
号イ又は同条第２項第一号に規定する要件を満
たす員数に加え，看護職員又は介護職員を常勤
換算方法で１以上確保していること。

指の間月３前の月るす属が日定算は又度年前ロ

新 定通所リハビリテーション事業所の利用者数の
総数のうち，要介護状態区分が要介護３，要介
護４又は要介護５である者の占める割合が100
分の30以上であること。

を帯間時う行をンョシーテリビハリ所通定指ハ
通じて，専ら指定通所リハビリテーションの提
供に当たる看護職員を１名以上配置しているこ
と。

７⑻ 　中重度者ケア体制加算について
① 中重度者ケア体制加算は，暦月ごとに，指定居宅サービス等基準第93条第１項〔第111条

第１項又は第２項〕に規定する看護職員又は介護職員の員数に加え，看護職員又は介護職
員を常勤換算方法で１以上確保する必要がある。このため，常勤換算方法による職員数の
算定方法は，暦月ごとの看護職員又は介護職員の勤務延時間数を，当該事業所において常
勤の職員が勤務すべき時間数で除することによって算定し，暦月において常勤換算方法で
１以上確保していれば加算の要件を満たすこととする。なお，常勤換算方法を計算する際
の勤務延時間数については，サービス提供時間前後の延長加算を算定する際に配置する看
護職員又は介護職員の勤務時間数は含めないこととし，常勤換算方法による員数について
は，小数点第２位以下を切り捨てるものとする。

② 要介護３，要介護４又は要介護５である者の割合については，前年度（３月を除く。）又
は届出日の属する月の前３月の１月当たりの実績の平均について，利用実人員数又は利用
延人員数を用いて算定するものとし，要支援者に関しては人員数には含めない。

③ 利用実人員数又は利用延人員数の割合の計算方法は，次の取扱いによるものとする。

新
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7 通所リハビリテーション
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ョシーテリビハリ所通に者用利う通らか物建一同は又者用利るす住居に物建の一同と所業事 　 　　 
ンを行う場合の取扱い〔第２の８⒆〕

　　通所介護と同様であるので，７⒁を参照されたい。

〔注17〕

７⒁ 　事業所と同一建物に居住する利用者又は同一建物から通う利用者に通所介護〔通所リハ
ビリテーション〕を行う場合について

　①　同一建物の定義
　　 　注16〔注17〕における「同一建物」とは，当該指定通所介護〔通所リハビリテーション〕

事業所と構造上又は外形上，一体的な建築物を指すものであり，具体的には，当該建物の
１階部分に指定通所介護事業所がある場合や，当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合
が該当し，同一敷地内にある別棟の建築物や道路を挟んで隣接する場合は該当しない。

　　 　また，ここでいう同一建物については，当該建築物の管理，運営法人が当該指定通所介
護事業所の指定通所介護事業者と異なる場合であっても該当するものであること。

　② 　なお，傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利用者その他やむを得ない事
情により送迎が必要と認められる利用者に対して送迎を行った場合は，例外的に減算対象
とならない。具体的には，傷病により一時的に歩行困難となった者又は歩行困難な要介護
者であって，かつ建物の構造上自力での通所が困難である者に対し，２人以上の従業者
が，当該利用者の居住する場所と当該指定通所介護事業所の間の往復の移動を介助した場
合に限られること。ただし，この場合，２人以上の従業者による移動介助を必要とする理
由や移動介助の方法及び期間について，介護支援専門員とサービス担当者会議等で慎重に
検討し，その内容及び結果について通所介護〔通所リハビリテーション〕計画に記載する
こと。また，移動介助者及び移動介助時の利用者の様子等について，記録しなければなら
ない。

　　イ 　前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し，又は再開した事業所を
含む。）については，前年度の実績による加算の届出はできないものとする。

　　ロ 　前３月の実績により届出を行った事業所については，届出を行った月以降において
も，直近３月間の利用者の割合につき，毎月継続的に所定の割合を維持しなければなら
ない。また，その割合については，毎月ごとに記録するものとし，所定の割合を下回っ
た場合については，直ちに第１の５〔→156頁〕の届出を提出しなければならない。

　④ 　看護職員は，指定通所介護〔通所リハビリテーション〕を行う時間帯を通じて１名以上
配置する必要があり，他の職務との兼務は認められない。

　⑤ 　中重度者ケア体制加算については，事業所を利用する利用者全員に算定することができ
る。〔中略〕

　⑥ 　中重度者ケア体制加算を算定している事業所にあっては，中重度の要介護者であっても
社会性の維持を図り在宅生活の継続に資するリハビリテーションを計画的に実施するプロ
グラムを作成することとする。

単位数表の中にはない基準や要
件（関係告示）を示す文章はアミ
かけで表記し，関係告示の内容
を右段（前ページ）または２段表
記（本ページ）で掲載

関係告示の内容をほぼ原典に
そって記載（法令特有の表現の
みを略記。実務上は原典どおり
と考えられる内容を記載）

介護報酬改定時の新規事項をこ
のように明示

介護報酬改定時の
改正箇所を下線で
表示

他のサービスの規定を引用する
場合などは，破線囲みで掲載。
〔　〕で読み替えの例などを示
しています。
（このほか，編注や参照ページ
などを〔　〕で明記しています）


